
H27障害者職業紹介状況等

【資料５－１】

平成28年8月9日
新潟公共職業安定所
所長 布施 幹男



ハローワーク新潟

◆雇用状況

　          　　　　　　　　　　　　　区分
　　　項目

雇

用

率

◆雇用状況の推移

　　　　　　区分

実 実 実

　　年度 雇用率 　（％） 雇用率 　（％） 雇用率 　（％）

平成２４年 484

ハローワーク新潟

企業数　

平成２５年 530

1.46

全　国

算定基礎
労働者数(※) 雇用数

110,967.5 1,708.0 1.54 1.76

新潟県

1.65

障害者

増減ポイント 0.10 0.10 0.06

※障害者雇用促進法の改正により、平成２２年７月から短時間労働者（１週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満）が算定される
ことになりました。

※民間企業の法定雇用率は、平成25年度から2.0％に引き上げられました。

平成２７年 1.72 1.85 1.88

平成２６年 1.62 1.75 1.82

116,199.0 309,574.0 24,122,923.0

障　害　者　数 2,001.5 5,722.5 453,133.5

算定基礎労働者数

新潟県 全 　国

企　　業　　数 559 1,705 87,935

平成２７年　障害者の雇用の状況

553 113,868.5 1,840.0 1.62 1.75 1.82平成２６年

「民間企業の実雇用率は１．７２％です。」

ハローワーク新潟

116,199 .0 2,001.5 1 .72 1.85

1.69106,468.0 1,551.0 1.59

平成27年6月1日調査の民間企業の障害者雇用状況調査の結果についてお知らせします。

1.88平成２７年 559

№１

１．ハローワーク新潟の障害者の雇用状況（雇用率）
ハローワーク新潟

項目 区分 管内 県内 全国

平成２７年 559 1,705 87,935

平成２６年 553 1,688 86,648

増減数 6 17 1,287

平成２７年 245 927 41,485

平成２６年 212 840 38,760

増減数 33 87 2,725

平成２７年 43.8 54.4 47.2

平成２６年 38.3 49.8 44.7

増減数 5.5 4.6 2.5

          障害者雇用率は１．７２％、雇用率達成企業割合は４３．８％

～平成２７年障害者雇用状況調査の概況～

・平成２７年６月１日現在の民間企業における障害者雇用状況の調査結果は、下表のとおりとなりました。
・平成２５年度から法定雇用率は２．０％に引き上げられ、常用労働者数（１年を超える見込みがある者）５０人
以上の企業が算定対象になります。
・当所管内では５５９社が対象となり、これらの企業に雇用されている障害者の数は２００１．５人です。
　（重度身体障害者及び重度知的障害者は２倍の算定となります。）
・管内の障害者雇用率は、昨年より０．１０ポイント改善しました。
・雇用率達成企業の割合は、昨年より５．５ポイント増加しました。

平成２７年　民間企業の障害者雇用状況

企業数

雇用率達成企業の
割合（％）

うち雇用率達成企
業数

№２

（※）算定基礎労働者数＝常用労働者数－除外率相当の労働者数

◆雇用率達成状況

◆規模別実雇用率

1.00 1.46 1.49

1 .89

1000人以上 1.96 2.05 2.09 2 .16 2.05 2 .09

500～1000人未満 2.00 2.12 1.96 2 .01 1.83

1 .68

1 .79

1.58

300～500人未満 1.62 1.63 1.96 1 .96 1.76

100～300人未満 1.46 1.65 1.63 1 .81

1.88

50～100人未満 1.06 1.28 1.37

計 1.62 1.72 1.75 1.85

平成２７年 平成２６年 平成２７年平成２７年 平成２６年

1.82

           区分 　　　　　ハローワーク新潟（％） 　　　　　　　新潟県（％） 　　　　　　　　全　国（％）

規模 平成２６年

平成２２年 180 271 39.9 47.5 47.0

平成２３年 181 303 37.4 46.1 45.3

42.7

平成２４年 190 294 39.3 47.6 46.8

年度

平成２５年 187 343 35.3 44.7

平成２６年 212 341 38.3

1.68

平成２３年 1.44 1.54

       　　　　　　　 区分 ハローワーク新潟 新潟県 全  国

平成２２年 451

平成２４年 484 1.46

44.7

達成企業数 未達成企業数
達成
企業割合
 (%)

達成
企業割合
 (%)

達成
企業割合
 (%)

1.57

49.8

92,557 1,363.5 1.47

1.69

484 104,468.0 1,499.5

106,468.0 1,551.0 1.59

1.65

平成２７年 245 314 43 .8 54.4 47.2
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平成２７年度障害者雇用率達成に向けた主な取組
○見学会等
・７月２３日 先進企業職場見学（ワコール縫製、福田道路。２１社、３０人出席）
・９月１６日 ワークショップ（兼江南特別支援学校見学 ６社、８人出席）
・１１月１３日 障害者雇用促進フォーラム（１０１社、１１４人出席）
・１月２６日 指導会（５１社、５８人出席）
○事業所訪問数：延べ５２６件

（ＨＷ新潟２９９件、新潟地域振興局１１１件、らいふあっぷ１１６件）
○障害者との同行による職場見学：１１回実施、４８名参加
※その後、職場実習への移行を図る。

増減数 5.5 4.6 2.5

平成２７年 116,199.0 309,574.0 24,122,923.0

平成２６年 113,868.5 304,245.0 23,650,463.5

増減数 2,330.5 5,329.0 472,459.5

平成２７年 2,001.5 5,722.5 453,133.5

平成２６年 1,840.0 5,333.0 431,225.5

増減数 161.5 389.5 21,908.0

平成２７年 1.72 1.85 1.88

平成２６年 1.62 1.75 1.82

増減数 0.10 0.10 0.06

算定基礎労働者数
(人)

実雇用率（％）

うち障害者数(人)
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○ 平成27年度の就職件数・新規求職者数は、前年度から更に増加。
○ 特に、就職件数は４２７件と４年連続で過去最高を更新。

新規求職申込件数（件）
100

（件）

（％）

２．ハローワーク新潟における障がい者職業紹介状況

201 
233 209 

168 
193 203 

226 236 

352 

397 
427 402 

448 
493 507 

388 
331 

432 440 

15.5 15.9 ▲ 10.3
▲ 19.6

14.9
5.2

11.3 4.4

49.2

12.8 7.6

-20.0 

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
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就職件数の前年度比（％）

就職件数（件）

0



平成１７年度 平成２７年度

身体障がい者

２８４件
知的障がい者

精神障がい者

12.4％
５０件 その他 0.0％０件

精神障がい者

46.1％
４０１件

その他 7.5％６５件

身体障がい者

２９３件

障がい者新規求職件数の比較（ハローワーク新潟）

全 数

４０２件

全 数

８６９件

70.6％

２８４件

16.9％
６８件

知的障がい者

12.7％

１１０件

33.7％
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平成１７年度 平成２７年度

身体障がい者

１４２件

精神障がい者

12.4％

２５件
その他 0.0％０件

精神障がい者

45.7％
１９５件

その他 4.7％２０件

身体障がい者

１２６件

障がい者就職状況の比較（ハローワーク新潟）

全 数

２０１件

全 数

４２７件

70.6％

１４２件

知的障がい者

16.9％
３４件

知的障がい者

20.1％

８６件

29.5％
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平成２７年度 就職数：４２７人（２６年度就職数：３９７人）

（１）障がい種別
①身体：１２６人（うち重度５５人） 29.5％
視覚１３人（うち重度９人） 10.3％
聴覚・音声言語・そしゃく機能１８人（うち重度８人） 14.3％
上下肢・体幹・脳病変による運動機能６０人（うち重度１７人） 47.6％
内部機能（心臓・腎臓・ぼうこう直腸等）３５人（うち重度２１人）27.8％
②知的８６人 20.1％
③精神１３７人 32.1％

平成２７年度ハローワーク新潟における障がい者就職状況

（４）雇用形態
フルタイム：１２６人（29.5％）
［うち正社員５２人12.2％）］
パート： ３０１人（70.5％）

（５）民間・公的機関等の別
民間：３５２人（82.4％）

③精神１３７人 32.1％
④発達６３人 14.8％
⑤難病１５人 3.5％

（２）男女別
男：２７８人 （65.1％）
女：１４９人 （34.9％）

（３）年齢別
１０代：４０人（9.4％） ４０代：９５人（22.2％）
２０代：１０４人（24.4％） ５０代：６１人（14.3％）
３０代：９９人（23.2％） ６０歳以上：２８人（6.6％）

公的機関：１１人（2.6％）
就労継続支援A型：６４人（15.0％）

（６）就労支援機関等との連携就職数：１５４人（36.1％）

（７）障がい者対象求人への就職割合
障がい者対象求人：３０５人（71.4％）
一般求人：１２２人（28.6％）

（８）障がい開示・非開示の別
開示：３７４人（87.6％）
非開示：５３人（12.4％）
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（１）職種

（２）雇用形態

（４）就労支援機関等との連携就職数

（５）障害者求人の別

（６）障害開示・非開示の別

○ 精神障害者の就職状況 ２７年度就職数：１３７人（２６年度就職数：１２２人）

職種 （人） （％）
Ａ型就労 31 22.6%
事務（補助）職 31 22.6%
製造職 15 10.9%
販売職 14 10.2%
仕分・検品・倉庫作業 13 9.5%
清掃職 12 8.8%
介護（補助）職 9 6.6%
配達・運転職 3 2.2%
その他 9 6.6%

連携の有無 （人） （％）
　有 40 29.2%
　無 97 70.8%

求人区分 （人） （％）
　障害者対象求人 90 65.7%
　一般求人 47 34.3%

開示・非開示 （人） （％）
開示 102 74.5%

（３）男女・年齢別

（７) データからみた特徴

◆ ３０代・４０代男性の就職割合が高い。

◆ 障害非開示の就職割合が高い。
▷ 精神→35人（25.5％） 障害者全体53人（12.4％）

◆ 就労継続支援Ａ型への就職割合が高い。
▷ Ａ型への就職
精神→ 27年度31人（22.6％）、 26年度30人（24.6％）
障害者全体→27年度64人（15.0％）、 26年度70人（17.6％）

◆ 精神の場合、就労支援機関等との連携が必要だが、27年度は44人
（29.2％）と少なかった。

雇用形態 （人） （％）
①フルタイム 33 24.1%
　　うち正社員 9 6.6%
②パート 104 75.9%

区分 男（人） 女（人） 計（人） （％）
１０代 1 0 1 0.7%
２０代 6 13 19 13.9%
３０代 39 16 55 40.1%
４０代 26 18 44 32.1%
５０代 9 7 16 11.7%
６０代以上 2 0 2 1.5%
合計 83 54 137 100.0%

開示 102 74.5%
　非開示 35 25.5%
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（１）職種

（２）雇用形態

（４）就労支援機関等との連携就職数

（５）障害開示・非開示の別

○ 発達障害者の就職状況 ２７年度就職数：６３人（２６年度就職数：４４人）

職種 （人） （％）
Ａ型就労 13 20.6%
事務（補助）職 15 23.8%
製造職 11 17.5%
販売職 7 11.1%
仕分・検品・倉庫作業 6 9.5%
清掃職 6 9.5%
介護（補助）職 1 1.6%
その他 4 6.3%

連携の有無 （人） （％）
　有 56 88.9%
　無 7 11.1%

開示・非開示 （人） （％）
　開示 57 90.5%
　非開示 6 9.5%

（３）男女・年齢別

（６) データからみた特徴

◆ ２０代男性の就職割合が高い。

▷ 20代男性：発達→24人（53.3％） 障害者全体56人（20.1％）

◆ 就労支援機関等との連携した就職割合が高い。

▷ 発達→56人（88.9％） 障害者全体154人（36.1％）

◆ 27年度は事務職、就労継続支援Ａ型、製造職への就職が増加。

▷ 事務職への就職数→27年度15人（23.8％）、 26年度７人（15.9％）

▷ Ａ型就労→ 27年度13人（20.6％）、 26年度８人（18.2％）

▷ 製造職への就職数→27年度11人（17.5％）、 26年度6人（13.6％）

雇用形態 （人） （％）
①フルタイム 17 27.0%
　　うち正社員 5 7.9%
②パート 46 73.0%

区分 男（人） 女（人） 計（人） （％）
１０代 4 0 4 6.3%
２０代 24 14 38 60.3%
３０代 12 4 16 25.4%
４０代 4 0 4 6.3%
５０代 1 0 1 1.6%
６０代以上 0 0 0 0.0%
合計 45 18 63 100.0%
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年度

開催日

会場

参加事業所数

参加求職者数

求人件数

求人延べ数

面接延数

当日採用者数

不採用件数

採用決定数

就職率

採用者の障害

2月13日

ハローワーク新潟 障害者合同面接会　開催状況

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

9月12日 2月12日 9月15日 2月15日

平成27年度

朱鷺メッセ 朱鷺メッセ 朱鷺メッセ 朱鷺メッセ 朱鷺メッセ

9月26日 2月23日 9月12日 2月14日 9月13日

37 32 38 40 40 38 42 40 40 40

200 150 204 143 170 132 181 140 147 132

63 41 59 59 60 58 75 61 58 57

94 61 87 86 99 90 116 91 88 74

511 328 433 297 383 258 365 303 325 276

0 1 7 2 1 3 1 1 1 0

484 309 394 272 351 240 336 274 292 263

27 19 39 25 32 18

13.5% 12.7% 19.1% 17.5% 18.9% 13.6% 16.0% 20.7% 22.4% 9.8%

29 29 33 13

採用者の障害

部位別数 視覚 1 聴覚 2 聴覚 2 聴覚 2 視覚 1 聴覚 1 聴覚 2 上下肢 2 聴覚 2 上肢 2

聴覚 2 視覚 1 上肢 2 上肢 2 聴覚 2 上肢 2 上肢 2 上肢 1 呼吸器 1 下肢 1

音声 2 上肢 2 下肢 3 下肢 2 下肢 3 下肢 3 上下肢 2 下肢 2 下肢 2 心臓 1

上肢 2 下肢 1 上下肢 3 上下肢 1 上下肢 2 体幹 1 心臓 1 直腸・膀胱 1 上下肢 1 知的 1

下肢 4 上下肢 1 心臓 1 心臓 1 体幹 2 心臓 1 直腸・膀胱 2 精神 13 知的 10 精神 8

上下肢 3 心臓 1 腎臓 2 腎臓 2 心臓 1 知的 5 精神 9 知的 4 精神 9

体幹 1 腎臓 1 精神 14 直腸・膀胱 1 直腸・膀胱 1 精神 3 知的 4 発達 5 発達 8

呼吸器 1 精神 4 知的 8 精神 6 その他 1 発達 1 発達 7 なし（難聴） 1

心臓 2 知的 6 発達 4 知的 2 精神 15 難病 1

知的 6 発達 6 知的 2

精神 3 発達 1

難病 1

総数 27 総数 19 総数 39 総数 25 総数 32 総数 18 総数 29 総数 29 総数 33 総数 13
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平成28年度　　障害者職業紹介状況

ハローワーク新潟

身体 知的 精神 他 身体 知的 精神 他 身体 知的 精神 他 身体 知的 精神 他 身体 知的 精神 他

合計 45歳 合計 45歳 合計 合計 45歳 合計 45歳
以上 以上 以上 以上

133 66 30 32 39 24 4 331 191 100 72 63 73 4 736 410 156 102 222 2 203 102 49 41 50 50 1 356 192 103 88 80 83 1

185 80 29 37 62 39 4 432 195 94 72 105 123 9 646 322 111 100 218 6 226 114 68 47 49 61 2 311 154 82 67 78 74 5

122 42 16 21 47 27 6 440 182 94 81 110 141 7 642 297 145 110 225 10 236 107 51 44 55 72 2 304 141 75 69 94 65 4

246 88 50 46 48 80 30 614 232 127 107 121 221 40 943 314 141 167 410 52 352 128 63 55 93 111 20 474 217 129 109 104 126 27

350 103 59 53 82 123 42 778 279 182 131 124 302 73 1381 550 239 179 547 105 397 151 96 61 72 137 37 548 223 147 111 106 207 12

339 105 59 47 51 170 13 869 293 186 120 110 401 65 1702 670 306 160 757 115 427 126 81 55 86 195 20 748 298 201 148 132 300 18

平成２８年 4月 31 11 9 7 7 13 0 78 26 18 12 13 33 6 155 55 13 12 86 2 98 34 17 17 29 32 3 756 307 210 151 123 308 18

新規登録件数 新規求職件数 紹介件数 就職件数 期末現在有効求職者数

計 重度 計 計 計 重度計 重度 計 計 計 計 計 計 計 重度 計重度 計 計 計 計

平成２６年度計

平成２７年度計

計 計

平成２２年度計

平成２３年度計

平成２４年度計

平成２５年度計

計

5月 31 7 5 2 13 11 0 79 19 16 4 22 29 9 183 78 16 18 82 5 47 18 14 6 9 19 1 774 313 217 151 134 309 18

6月 40 13 10 6 4 23 0 81 25 20 11 6 44 6 152 66 13 10 69 7 37 19 15 5 3 15 0 789 317 220 154 137 317 18

7月

8月

9月

上半期 102 31 24 15 24 47 0 238 70 54 27 41 106 21 490 199 42 40 237 14 182 71 46 28 41 66 4

10月

11月

12月

平成２９年 1月

2月

3月

下半期 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

102 31 24 15 24 47 0 238 70 54 27 41 106 21 490 199 42 40 237 14 182 71 46 28 41 66 4平成２８年度計
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障害者支援に当たっての基本的留意点

個々の障害者の障害特性、
職業的課題等の把握

事業主に対する雇各種の雇用支援策

職業相談補助
シートの活用等に
よる職業相談

職域開発、職務
再設計、職場環
境整備等事業
主への働きか

け

職業指導、技
能付与、職業
準備性の向
上等障害者
への働きか
け

関
係

連携

事業主に対する雇
用率達成指導との
連携、各種助成金
制度の活用の検討

各種の雇用支援策
（トライアル雇用、
ジョブコーチ支援等）
の活用の検討

紹介・就職

職場定着支援

係
機
関

連携

10



企業

・専門援助部門が担当
・就労支援コーディネーターを
配置し、関係機関と調整

ハローワーク

就職を希望している

福祉施設利用者等

就職に向けた取り組み 就職
職場定着

職業生活の
安定

障害者就労に向けたハローワークを中心とした「チーム支援」

○ 福祉施設等の利用者をはじめ、就職を希望する障害者一人ひとりに対して、

ハローワークと就労支援機関、福祉施設等がチームを結成し、就職から職場

定着まで一貫した支援を実施

○ジョブコーチ

○相談支援事業所

○福祉事務所

○発達障害者支援センター

○難病相談・支援センター

○医療機関 等

配置し、関係機関と調整

その他の就労支援者

障
害
者
就
労
支
援
チ
ー
ム

就
労
支
援
計
画
の
作
成

チ
ー
ム
構
成
員
が
連
携

し
て
支
援
を
実
施

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

就労支援・生活支援 職場定着支援・就業生活支援

○地域障害者職業センター

○障害者就業・生活支援センター

○就労移行支援事業所

○特別支援学校

○テクノスクール 等

福祉施設等職員

【新潟労働局 27年度実績】
支援対象者数 360人
就職者数 267人
就職率 74.2％ 11



プロジェクトチーム目標 ： 平成２８年６月１日時点で実雇用率が全国平均を上回る。
（※参考 過去５年の伸び率の平均（0.05pt）から平成２８年度の全国実雇用率は１．９３％と推定される。）

「新潟県障害者雇用促進ＰＴ」の今後の取組みについて

平成27年6月1日現在の雇用率は１.８５％、対前年比０.１０ポイント増加。
全国は１.８８％、対前年比０.０6ポイント増加であったことから、全国平均との差は
０.０３ポイントまで縮小。

これまでの取組みにより全国との差が０.０３ポイントまで縮小してきており、今後も現在
行っている取組みを継続して実施する

取組み方針

平成22年12月設置、25年に現ＰＴに改編

① 雇用率未達成企業の中から各ＨＷが重点指導対象に選定した企業のうち、
50％が雇用率を達成するよう指導・啓発を強化する。
② 50～100人未満規模企業を中心に訪問等による指導を実施する。
③ 精神障害者を中心とした職場定着支援の充実強化のため、企業で障害者
の就業を支援する担当者の資質向上を図るための研修を実施する。

12

行っている取組みを継続して実施する。

ＰＴによる今後の主な取組み



①雇用率未達成企業の中から各ＨＷが重点指導対象に選定した企業のうち、５０％が雇用率を
達成するよう指導・啓発を強化する。

ＰＴが連携し、重点指導対象企業を対象とした指導会、個別訪問時等に企業のニーズを把握。重点
指導対象企業に係る雇用率達成計画の作成と雇用率達成に向けた支援の実施。

重点指導対象企業を対象とした指導会や個別訪問時等における企業の意向把握調査の
実施、雇用率達成可能と思われる企業を中心としたケース会議の開催と雇用率達成計
画（※）の作成、計画に基づく支援の実施、雇用率達成状況不調時の検証とフォローアッ
プの実施 （※）計画は次の支援ツールから効果的な取組みを選択 ： 先進企業・特別支援学
校見学、職域の提案・開発、求人の確保、障害者同行会社見学・面接、管理選考、合同面接会
への参加、職場実習、トライアル雇用、ジョブコーチ制度、助成金の活用等

労働局、ハローワーク

重点指導対象企業の規模別、業種別、障害者雇用理解度に応じ、必要と思われる各機関の
支援制度を選択し、効果的な指導・支援を行う。

機構新潟支部高齢・障害者業務課 納付金制度の周知、障害者雇用事例リファレンスサービスなどによる支援

新潟県 職場実習制度、職業訓練制度、障害者雇用企業事例の紹介などによる支援

新潟県義務教育課（特別支援学校） 職場実習、学校見学会などによる支援

新潟市 障がい者多数雇用事業者優遇制度、障がい者雇用推進融資事業などによる支援

障害者就業・生活支援センター 職域の提案・開発、職場定着支援、職場実習制度などによる支援

新潟障害者職業センター 職域の提案・開発、ジョブコーチ制度などによる支援
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プロジェクトチーム全体 関係機関、傘下企業・組合などに対する啓発・周知



機構新潟支部高齢・障害者業務課 就職先の開拓、実習先の開拓、納付金制度、アビリンピックなどの説明

②全国平均と比較して雇用率が低かった50～100人未満規模企業を中心に訪問等による指導
を実施する。

ＰＴの各機関が未達成企業へ訪問した際に、各支援機関における支援制度等の説明
（ＨＷは達成指導も含む。）を行う。

労働局、ハローワーク 障害者雇用の現状、障害者雇用促進法、未達成の場合の指導の流れ、ハローワーク
のサービス、各種助成金などの説明

新潟障害者職業センター 障害者の特性、職域の提案・開発、ジョブコーチ制度などの説明

※地方公共団体が障害者の雇用の促進を図る目的として施策を実施する場合は、労働局から障害者の雇用状況報告
の情報を提供することが可能。

新潟県 新潟県の助成金、職場実習の開拓、職業訓練制度、スマイル・カンパニー制度などの説明

新潟県義務教育課（特別支援学校） 就職先の開拓、職場実習の開拓、学校見学会の勧奨

新潟市 就職先の開拓、障がい者多数雇用事業所優遇制度、障がい者雇用推進融資事業などの説明

障害者就業・生活支援センター 就職先の開拓、職場実習の開拓、職場定着支援
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プロジェクトチーム全体 関係機関、傘下企業・組合などに対する啓発・周知



③精神障害者を中心とした職場定着支援の充実強化のため、企業で障害者の就業を支援す
る担当者の資質向上を図るための研修の実施

ジョブコーチや就労支援機関等の支援期間終了までに、企業担当者への支援業務
の円滑な引き継ぎと、障害者の職場定着を図る。

労働局、ハローワーク 職員や専門相談員による就職後の職場定着指導、障害者職業生活相談員制度の
周知、関係機関の研修等での障害者雇用促進法・雇用状況、チーム支援等の説明

プロジェクトチーム全体 関係機関、傘下企業・組合等に対する広報・周知・参加要請

新潟障害者職業センター
機構新潟支部高齢・障害者業務課

新潟県 企業内担当者向け支援（障害者雇用職場リーダー養成講座事業）

障害者就業・生活支援センター 職場定着支援等
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障害者職業生活相談員資格認定講習などの実施



1. 雇用率未達成企業の中から各ＨＷが重点指導対象に選定した企業のうち、５０％
企業の雇用率達成に向けた指導・啓発の強化

2. 50～100人未満規模企業を中心とした指導の実施

3. 精神障害者を中心とした職場定着支援の充実強化のため、企業で障害者の就業を
支援する担当者の資質向上を図るための研修の実施

今後の取組

4. 未達成企業を対象とした「集団指導会」の開催

5. 特別支援学校卒業予定者に対するＰＴの連携（チーム支援）による就職促進

6. 未達成企業、就労支援機関に対する就労支援セミナーの開催

7. 未達成企業、就労支援機関に対する先進企業、特別支援学校等への見学会の開催

8. 障害者の職場実習（職場体験）先の開拓

16



精神科医療機関とハローワークの連携モデル事業の実施について （28年度新規事業）

平成30年４月から精神障害者が法定雇用率の算定基礎の対象へ追加されることを踏まえ、精神障害者の就労支援策を充実・強化す
ることが求められており、精神障害者の雇用促進のためには、医療機関と連携した就職や職場定着に関する支援（就労支援）が重要と
なっている。

このため、都市部のハローワークにおいて、就労支援プログラム等を実施する医療機関と連携したモデル事業を実施し、当該医療機
関との信頼関係を構築するとともに、地域の他の医療機関に対してもハローワークでの取組状況について普及・啓発を図り、医療機関と
の連携を推進することとする。

①一定の実績のある就労支援プログラムを実施。
②支援対象者の就職可能性が確認できる。

③事業実施体制の整備がされている

ハロワーク新潟管内の６医療機関（南浜病院・松
浜病院・河渡病院・新潟信愛病院・佐潟荘・まことクリニック）

１ 目 的

２ 事業実施体制

・事業責任者（統括職業指導官）

①事業実施計画

②個人情報の相互利用・守秘義務

協定締結
ハローワーク新潟
（専門援助部門）

③事業実施体制の整備がされている。 ・事業責任者（統括職業指導官）
・就職支援コーディネーター（医療機関連携担当）
・精神障害者雇用トータルサポーター など就労支援プログラム担当者

・精神保健福祉士
・臨床心理士 など

○主治医等として医療機関の関与は継続。就労支援の観点から支援対象者を医療機関からハローワークに引き継ぐ。
○支援方法については、既存の「チーム支援事業」を活用し、支援期間は原則6ヶ月以内とする。
○想定される支援内容は次のとおり。
①職業相談・紹介、キャリアコンサルティング、就職ガイダンス（履歴書の書き方等）、職業訓練あっせん等の就労支援サービス
②職場実習等の機会の積極的な提供
③3ヶ月目と支援期間終了時に医療機関側の担当者を含めたケース会議の開催
④職場定着支援等のフォローアップ支援の実施

３ 事業内容等

支援対象者

①求職登録者・離職中である者（在職者は除く）
②障害を事業主に開示して就職支援を受けることに同意した者

③両機関で個人情報を共有することに同意している者

連携・調整

事業周知・参加希望者の把握 「就労支援チーム」による就職支援
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法定雇用率の算定基礎の見直しについて

◎ 法定雇用率の算定基礎の対象に、新たに精神障害者を追加 【施行期日 平成30年4月1日】

◎ 法定雇用率は原則５年ごとに見直し。

⇒ 施行後５年間（平成30年4月1日～平成35年3月31日まで）は猶予期間とし、精神障害者の
追加に係る法定雇用率の引き上げ分は、計算式どおりに引き上げないことも可能。

※ 具体的な引上げ幅は、障害者の雇用状況や行政の支援状況等を踏まえ、労働政策審議会障害者雇用分科会で議論。

【法定雇用率の算定式】

身体障害者、知的障害者及び精神障害者である常用労働者の数

＋ 失業している身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数

常用労働者数 除外率相当労働者数 失業者数
法定雇用率 ＝

追加

常用労働者数 － 除外率相当労働者数 ＋ 失業者数

【激変緩和措置の内容】

○ 平成25年4月1日～平成30年3月31日
身体障害者・知的障害者を算定基礎として計算した率（2.0％）

○ 平成30年4月1日～平成35年3月31日
身体障害者・知的障害者を算定基礎として計算した率と
身体障害者・知的障害者・精神障害者を算定基礎として計算した率との間で政令で定める率

○ 平成35年4月1日以降
身体障害者・知的障害者・精神障害者を算定基礎として計算した率
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